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(57)【要約】
【課題】紫外線を照射する領域の両端付近で光量が緩や
かに低下するのを防止することにより両端付近も利用可
能にする紫外線照射装置を提供する。
【解決手段】発光モジュール１は、発光波長が紫外線領
域である発光ダイオードチップをパッケージに内蔵する
。器具本体２は、複数個の発光モジュール１を並べて保
持する。器具本体２の長手方向の両端部には、器具本体
２の長手方向の端部に向かって印刷対象物に近付く向き
に傾斜した取付台２１が形成される。器具本体２の長手
方向の両端部に配置される発光モジュール１は、取付台
２１に取り付けられる。紫外線照射装置３０から出射さ
れる紫外線の光量は両端部で緩やかに減衰せずに両端部
で急峻に低下する。したがって、器具本体２の両端付近
まで光量がほぼ一定になり、両端部の紫外線が利用可能
になる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　印刷対象物に被着させた紫外線硬化インクに紫外線を照射することにより紫外線硬化イ
ンクを硬化させる紫外線照射装置であって、発光波長が紫外線領域である発光ダイオード
チップをパッケージに内蔵した発光モジュールと、印刷対象物に対して相対的に移動し相
対移動の方向とは直交する方向に並べた複数個の発光モジュールを保持する器具本体と、
印刷対象物のうち紫外線が照射されている領域について印刷対象物の相対移動の方向とは
直交する方向の全長に亘って紫外線の強度が一定になるように両端の発光モジュールの配
光を調節する配光調節要素とを備えることを特徴とする紫外線照射装置。
【請求項２】
　前記配光調節要素は前記器具本体により構成され、前記器具本体は、前記発光モジュー
ルのうちの両端の発光モジュールについて最大強度の方向が隣接する他の発光モジュール
寄りに傾くように取り付ける取付台を備えることを特徴とする請求項１記載の紫外線照射
装置。
【請求項３】
　前記配光調節要素は、前記発光モジュールのうち両端の発光モジュールの前方に配置さ
れ前記器具本体に保持された屈折光学系であって、屈折光学系は発光モジュールからの出
射光が照射される領域を隣接する他の発光モジュールの出射光が照射されている領域に近
付けるように変向することを特徴とする請求項１記載の紫外線照射装置。
【請求項４】
　前記配光調節要素は、前記発光モジュールのうち両端の発光モジュールの前方に配置さ
れ前記器具本体に保持された反射光学系であって、反射光学系は発光モジュールからの出
射光が照射される領域を隣接する他の発光モジュールの出射光が照射されている領域に近
付けるように変向することを特徴とする請求項１記載の紫外線照射装置。
【請求項５】
　前記発光モジュールのうち両端の発光モジュールは、他の発光モジュールよりも光出力
が大きいことを特徴とする請求項１ないし請求項４のいずれか１項に記載の紫外線照射装
置。
【請求項６】
　前記発光モジュールは、両端部において中央部よりも配置密度が高いことを特徴とする
請求項１ないし請求項４のいずれか１項に記載の紫外線照射装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、発光波長が紫外線領域である発光ダイオードを用いて紫外線硬化インクを硬
化させる紫外線照射装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、紫外線の照射により硬化するインクを用いたインクジェット印刷装置が種々
提案されている。この種のインクジェット印刷装置では、インクを吐出させる印刷ヘッド
に隣接して紫外線を照射する紫外線照射装置が設けられる。インクジェット印刷装置は、
カラー印刷に用いられることが多いから、４色（シアン、マゼンタ、イエロー、ブラック
）以上のインクを使用しており、各インクごとに独立した印刷ヘッドを設けている。
【０００３】
　紫外線照射装置は、キセノンランプのような放電ランプを光源に用いるもののほか、発
光波長が紫外線領域である発光ダイオードを光源に用いることも提案されている（たとえ
ば、特許文献１参照）。
【０００４】
　特許文献１に記載のインクジェット印刷装置では、各印刷ヘッドごとに紫外線照射装置
が隣接して配置された構成が開示されている。また、特許文献１には、印刷対象物を一方
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向に搬送するとともに、印刷対象物の搬送方向に直交する方向に複数個の印刷ヘッドを配
列し、その方向に印刷ヘッドを往復移動させる構成と、印刷対象物の搬送方向に沿って印
刷ヘッドを配列した構成とが記載されている。
【０００５】
　前者の構成では、印刷ヘッドが往復移動する方向において２個の紫外線照射装置の間に
印刷ヘッドを配置し、かつ隣接する印刷ヘッドの間にそれぞれ紫外線照射装置を配置して
いる。したがって、各印刷ヘッドは、それぞれ２個ずつの紫外線照射装置の間に配置され
ている。この構成では、印刷ヘッドの往復移動に際して往路と復路とで印刷ヘッドから印
刷対象物にインクを吐出し、印刷ヘッドから印刷対象物にインクを吐出した直後に、紫外
線照射装置から印刷対象物に紫外線を照射してインクを硬化させることができる。
【０００６】
　後者の構成では、印刷対象物を搬送する向きにおいて印刷ヘッドと紫外線照射装置とを
交互に配置し、印刷ヘッドから印刷対象物にインクを吐出させた直後に、紫外線照射装置
から印刷対象物に紫外線を照射してインクを硬化させている。
【特許文献１】特開２００４－１６０９２５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところで、特許文献１に記載された構成では、印刷ヘッドにおいてインクを吐出させる
領域の幅よりも広幅の紫外線照射装置が必要である。これは、発光ダイオードを用いた紫
外線照射装置では、多数個の発光ダイオードを配列することによってインクの硬化に必要
な紫外線強度を確保し、かつ印刷対象物においてインクが被着している領域の全域に亘っ
て紫外線を均一に照射することが要求されるからである。
【０００８】
　一般に、多数個の発光ダイオードを一直線上に配列した場合には、各発光ダイオードの
輝度が等しいとしても、印刷対象物において光が照射される領域の両端部では中央部より
も光量が低下する。つまり、中央部では発光ダイオードが両側に隣接するのに対して、両
端部では発光ダイオードが片側にしか隣接していないから、両端部では光量が低下する。
このように光量が低下する領域を用いると、インクの硬化にむらが生じるから、特許文献
１に記載の技術では、紫外線照射装置を印刷ヘッドよりも広幅に形成しておき、光量が低
下する領域を使用しないようにしている。
【０００９】
　本発明は上記事由に鑑みて為されたものであり、その目的は、光が照射される領域の両
端付近での光量低下を抑制することによって両端付近も紫外線を無駄なく利用可能にし、
結果的に小型化を可能とする紫外線照射装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　請求項１の発明は、印刷対象物に被着させた紫外線硬化インクに紫外線を照射すること
により紫外線硬化インクを硬化させる紫外線照射装置であって、発光波長が紫外線領域で
ある発光ダイオードチップをパッケージに内蔵した発光モジュールと、印刷対象物に対し
て相対的に移動し相対移動の方向とは直交する方向に並べた複数個の発光モジュールを保
持する器具本体と、印刷対象物のうち紫外線が照射されている領域について印刷対象物の
相対移動の方向とは直交する方向の全長に亘って紫外線の強度が一定になるように両端の
発光モジュールの配光を調節する配光調節要素とを備えることを特徴とする。
【００１１】
　請求項２の発明では、請求項１の発明において、前記配光調節要素は前記器具本体によ
り構成され、前記器具本体は、前記発光モジュールのうちの両端の発光モジュールについ
て最大強度の方向が隣接する他の発光モジュール寄りに傾くように取り付ける取付台を備
えることを特徴とする。
【００１２】
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　請求項３の発明では、請求項１の発明において、前記配光調節要素は、前記発光モジュ
ールのうち両端の発光モジュールの前方に配置され前記器具本体に保持された屈折光学系
であって、屈折光学系は発光モジュールからの出射光が照射される領域を隣接する他の発
光モジュールの出射光が照射されている領域に近付けるように変向することを特徴とする
。
【００１３】
　請求項４の発明では、請求項１の発明において、前記配光調節要素は、前記発光モジュ
ールのうち両端の発光モジュールの前方に配置され前記器具本体に保持された反射光学系
であって、反射光学系は発光モジュールからの出射光が照射される領域を隣接する他の発
光モジュールの出射光が照射されている領域に近付けるように変向することを特徴とする
。
【００１４】
　請求項５の発明では、請求項１ないし請求項４のいずれかの発明において、前記発光モ
ジュールのうち両端の発光モジュールは、他の発光モジュールよりも光出力が大きいこと
を特徴とする。
【００１５】
　請求項６の発明では、請求項１ないし請求項４のいずれかの発明において、前記発光モ
ジュールは、両端部において中央部よりも配置密度が高いことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　請求項１の発明の構成によれば、印刷対象物のうち紫外線が照射されている領域につい
て印刷対象物に対して相対的に移動する方向とは直交する方向における両端の発光モジュ
ールの配光を調節する配光調節要素を設けることにより、当該方向の全長に亘って紫外線
の強度を一定に保つから、光を照射する領域の両端までむだなく紫外線を利用することが
できる。言い換えると、紫外線を照射する領域については、両端部であっても光量が低下
することがなく、中央部と同程度の光量を確保することができる。また、照射する領域外
では紫外線はほとんど照射することがなく、紫外線を無駄なく利用することができる。こ
のことは、発光モジュールの個数の低減あるいは小型化につながる。
【００１７】
　請求項２の発明の構成によれば、器具本体に対して発光モジュールを取り付ける向きを
調節する取付台を設けているだけであって、別途の部材を必要とせず構成が簡単である。
すなわち、部品点数が少なく安価に提供することができる。
【００１８】
　請求項３の発明の構成によれば、両端の発光モジュールの前方に屈折光学系を設けるこ
とにより配光を制御しているから、屈折光学系に関する光学設計と発光モジュールの配置
とにより、任意の配光設計が可能になる。
【００１９】
　請求項４の発明の構成によれば、両端の発光モジュールの前方に反射光学系を設けるこ
とにより配光を制御しているから、反射光学系に関する光学設計と発光モジュールの配置
とにより、任意の配光設計が可能になる。
【００２０】
　請求項５の発明の構成によれば、発光モジュールとして光出力の異なるものが必要であ
るが、両端の発光モジュールの光出力を他の発光モジュールの光出力よりも大きくするこ
とにより、両端部での光出力の低下をより確実に低減することができる。この構成は、他
の構成と組み合わせることによって、一層高い効果が期待できる。
【００２１】
　請求項６の発明の構成よれば、発光モジュールの配置密度を両端部と中央部とで異なら
せて両端部の配置密度を高く設定しているから、両端部に光出力の大きい発光モジュール
を配置した請求項５の発明と同様の効果が期待できる。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００２２】
　以下に説明する実施形態では、図４に示す構成の印刷装置に紫外線照射装置３０を用い
る例を示す。すなわち、印刷装置は、搬送機構（図示せず）により一方向（図４の矢印Ｘ
方向）に搬送される紙のような印刷対象物２０に対して、印刷対象物２０の搬送方向に沿
って４個の印刷ヘッド３１を配置し、印刷対象物２０の搬送方向における各印刷ヘッド３
１の下流側にそれぞれ紫外線照射装置３０を配置した構成を有する。
【００２３】
　印刷ヘッド３１は、インクジェット方式で紫外線硬化インク（以下、単に「インク」と
略称する）を吐出させるものであり、図示例では、マゼンタ、シアン、イエロー、ブラッ
クの各色用の４個の印刷ヘッド３１を想定している。ただし、他の色のインクを用いるこ
とも可能であり、５個以上の印刷ヘッド３１を用いるように印刷装置を構成することも可
能である。印刷ヘッド３１は、印刷対象物２０の幅方向（図４の矢印Ｗ方向）の略全長に
亘ってインクを吐出することが可能な長さ寸法を有している。一般的には、印刷対象物２
０の幅寸法よりも印刷ヘッド３１から吐出させたインクが印刷対象物２０に被着する領域
のほうを広幅に設定する。
【００２４】
　紫外線照射装置３０は、印刷対象物２０の幅方向において、印刷ヘッド３１から吐出さ
れたインクが印刷対象物２０に被着する領域と等しいかやや広幅で印刷対象物２０に紫外
線を照射する。紫外線照射装置３０は、各印刷ヘッド３１ごとに印刷対象物２０の搬送方
向の下流側にそれぞれ配置されているから、印刷ヘッド３１から吐出されたインクには紫
外線照射装置３０から紫外線が照射され、ただちに硬化する。つまり、各色のインクが硬
化した後に他色のインクが印刷対象物２０に被着するから、異なる色のインクが混合され
て色が濁ることがない。
【００２５】
　印刷装置は、上述の構成に限定されるものではなく、印刷対象物２０が定位置に固定さ
れ、印刷ヘッド３１と紫外線照射装置３０とがともに移動する構成や、印刷対象物２０が
一方向に搬送されるとともに、印刷ヘッド３１と紫外線照射装置３０とが印刷対象物２０
の幅方向に配列されかつ印刷対象物２０の幅方向において往復移動する構成などであって
も、以下に説明する本発明の技術を適用することができる。以下の各実施形態では、紫外
線照射装置３０の構成について詳述する。
【００２６】
　（実施形態１）
　紫外線照射装置３０は、図１に示すように、複数個の発光モジュール１を器具本体２に
取り付けて構成されている。各発光モジュール１は、図２に示すように、パッケージ１０
に複数個の発光ダイオードチップ１１が収納された構成を有し、パッケージ１０に収納さ
れた発光ダイオードチップ１１は互いに接続されている（たとえば、１６個の発光ダイオ
ードチップ１１を４個ずつ直列接続した直列回路を並列接続するか、１６個の発光ダイオ
ードチップ１１を並列接続する）。発光ダイオードチップ１１は、発光波長が紫外線領域
のものを用いる。
【００２７】
　パッケージ１０は、発光ダイオードチップ１１を載設した金属板からなるベース基板１
２と、ベース基板１２において発光ダイオードチップ１１を載設した部位の周囲を囲む金
属板からなるカバー基板１３と、ベース基板１２とカバー基板１３との間に介装されベー
ス基板１２とカバー基板１３とを絶縁する絶縁材層１４とを積層した積層体として構成さ
れる。ベース基板１２とカバー基板１３とには、銅単体または銅系合金を用いる。
【００２８】
　発光ダイオードチップ１１の下面電極（たとえば、アノード）は、ベース基板１２にダ
イボンドにより直接接続され、発光ダイオードチップ１１の上面電極（たとえば、カソー
ド）は、カバー基板１３に対してワイヤボンドにより接続される。つまり、発光ダイオー
ドチップ１１の一方の電極はベース基板１２に電気的に接続され、他方の電極はカバー基
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板１３に電気的に接続される。
【００２９】
　カバー基板１３にはベース基板１２に載設された発光ダイオードチップ１１を露出させ
る露出孔１５が貫設される。露出孔１５の内周面はベース基板１２からの距離が大きくな
るほど露出孔１５の内径を広げるように傾斜している。また、露出孔１５には投光レンズ
１６が装着される。
【００３０】
　したがって、発光ダイオードチップ１１は、ベース基板１２とカバー基板１３と投光レ
ンズ１６とにより囲まれた密閉空間内に収納され、湿度などの環境の影響から遮断される
。なお、投光レンズ１６の位置や特性、あるいは露出孔１５の内周面の傾斜角度や反射率
を調節することにより、発光ダイオードチップ１１から放射された光の配光を制御するこ
とができる。
【００３１】
　パッケージ１０の内部には図示しない流路が形成され、冷却用流体を流路に流すことに
よって発光ダイオードチップ１１の温度上昇を抑制する。また、流路を形成せずに、別に
設けた冷却装置（水冷式の放熱器、ヒートパイプ、サーモサイホン、ペルチェ素子など）
を接触させる構成を採用することもできる。発光ダイオードチップ１１の温度上昇を抑制
することにより発光効率の低下を抑制することができる。とくに、紫外線硬化インクを硬
化させるには高出力が要求され、発光モジュール１には数Ａ～十数Ａ程度の電流を投入す
る必要があるから、発光モジュール１の冷却は必須である。ただし、本実施形態では、発
光モジュール１を冷却する構成は要旨ではないから説明を省略する。
【００３２】
　器具本体２は、図１に示すように、複数個の発光モジュール１を印刷対象物２０の幅方
向に並べた形で保持する。器具本体２において印刷対象物２０と対向する面には、長手方
向（つまり、印刷対象物２０の幅方向）の両端部に配光調節要素としての取付台２１が形
成されている。器具本体２において、取付台２１を除く部位であって発光モジュール１を
取り付ける部位は、印刷対象物２０の印刷面（インクを被着させる面）と略平行な平面で
あるが、取付台２１の表面は印刷対象物２０の印刷面に対して傾斜する。すなわち、器具
本体２の中央側から端部側に向かって印刷対象物２０の印刷面に近付くように傾斜する。
【００３３】
　取付台２１に発光モジュール１を取り付けると、当該発光モジュール１から放射された
紫外線の照射領域は、取付台２１を設けていない場合に比較して、隣接する発光モジュー
ル１の照射領域との重複量を増やす方向に変位する。つまり、器具本体２に取り付けた発
光モジュール１の全体の照射領域の広がりを抑制し、かつ両端部における光量の低下を抑
制することになる。図３の（イ）は両端部の発光モジュール１を取付台２１に取り付けた
場合の印刷面における光量分布の例を示し、図３の（ロ）は取付台２１を設けていない場
合の印刷面における光量分布の例を示す。
【００３４】
　図３の（ロ）は従来構成に相当しており、端部において光量が緩やかに低下するから、
この部位を紫外線硬化のために用いることができないのに対して、本実施形態の構成を採
用すると、図３の（イ）のように端部において光量が急峻に低下するようになり、従来は
用いられていなかった紫外線を利用可能にし、結果的に従来構成に比較して光量が一定で
ある範囲を広げることができたことがわかる。つまり、同じ個数の発光モジュール１を用
いながらも従来構成よりも光量が一定である領域を広げることになり、広幅の印刷対象物
２０に対応可能になる。言い換えれば、本実施形態の構成では、従来構成に比較すると、
同幅の印刷対象物２０に対して必要な発光モジュール１の個数を削減できることになる。
【００３５】
　本実施形態の構成では、器具本体２に取付台２１を形成し、両端部の発光モジュール１
の最大強度の方向を隣接する他の発光モジュール１寄りに傾けているだけであるから、別
途の部材を必要とせず、部品点数が少なく安価に提供することが可能である。
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【００３６】
　（実施形態２）
　本実施形態は、図５に示すように、器具本体２にシリンドリカルレンズからなる投光レ
ンズ２２を取り付けたものである。投光レンズ２２は、長手方向が器具本体２の長手方向
に一致するように配置されている。本例で用いている投光レンズ２２は、通常のシリンド
リカルレンズとは異なり、長手方向の両端部に球面の一部をなす形に形成された集光部２
２ａを設けている。この集光部２２ａが屈折光学系の配光調節要素として機能する。
【００３７】
　集光部２２ａはシリンドリカルレンズと同半径の球面を４分割した部分であり、集光部
２２ａの外周面とシリンドリカルレンズの外周面とは滑らかに連続する。器具本体２に保
持される発光モジュール１は、シリンドリカルレンズの平面部分に対向して配置され、両
端部の発光モジュール１は集光部２２ａの中心よりも投光レンズ２２の端部寄りに配置さ
れる。つまり、両端部の発光モジュール１の前方には集光部２２ａが配置される。
【００３８】
　図６に示すように、集光部２２ａに対応付けて配置された発光モジュール１から放射さ
れた光（矢印で示している）は、他の発光モジュール１から放射され集光部２２ａ以外の
領域を通った紫外線の照射領域に近付くように屈折される。したがって、実施形態１の構
成と同様に、端部の発光モジュール１からの光を外側に発散させず、光量が緩やかに減衰
するのを防止して、光量が一定である範囲を広げることができる。
【００３９】
　本実施形態では、球面の一部からなる集光部２２ａを形成しているが、集光部２２ａの
形状は適宜に設計可能であり、集光部２２ａの形状を変えれば配光を変化させることがで
きる。また、発光モジュール１と投光レンズ２２との位置関係によっても配光は変化する
。したがって、実施形態１のように、取付台２１の傾斜角度のみが調節要素となる構成に
比較すると、配光設計の自由度が高くなる。他の構成および動作は実施形態１と同様であ
る。
【００４０】
　（実施形態３）
　本実施形態は、図７に示すように、配光調節要素として器具本体２に反射光学系である
反射器２３を設けている。反射器２３は、器具本体２の長手方向の両端部において、発光
モジュール１の前面よりも前方に位置する。反射器２３による反射角度は発光モジュール
１との位置関係に応じて適宜に設計され、発光モジュール１からの出射光の広がりを抑制
する。
【００４１】
　すなわち、実施形態２の集光部２２ａとと同様に、反射器２３は、両端部の発光モジュ
ール１からの出射光の照射領域が隣接する他の発光モジュール１からの出射光の照射領域
に近付くように（重複量が多くなるように）、両端部の発光モジュール１からの出射光を
変向する。本実施形態では、反射器２３を設けて配光を制御するから、器具本体２の長手
方向の両端部において光量が緩やかに減衰するのを防止し、光量が一定である範囲を広げ
ることができる。
【００４２】
　反射器２３の形状と発光モジュール１の位置とは適宜に設計可能であり、図示例では反
射器２３の反射面を平面にしているが、凹面などの適宜の曲面とすることも可能である。
反射器２３を用いることにより、物質内部を透過することによる減衰がなく、また反射器
２３の反射面は設計および製造が容易であるから、所望の特性を得るのが容易である。他
の構成および動作は実施形態１と同様である。
【００４３】
　ところで、上述の構成例では、発光モジュール１から光を出射する向きと、発光モジュ
ール１からの出射光が印刷対象物２０に照射されるまでの経路とのいずれかを調節するこ
とによって、器具本体２の長手方向の両端部付近での光量が緩やかに低下するのを防止し
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同様の効果が期待できる。
【００４４】
　図８に示す構成例では、器具本体２の長手方向の両端部に、他の発光モジュール１より
も光出力の大きい発光モジュール１ａを用いている。この構成を採用すれば、器具本体２
の両端部においても他の領域と同様の光量を確保することができる。この構成を採用する
と、両端部の光量が他の領域の光量よりも増加するが、光量の増加はインクの硬化時間の
短縮になるから、とくに問題は生じない。また、この構成は、上述した実施形態１、２、
３の構成との組合せが可能であって、他の構成と組み合わせることにより一層高い効果が
期待できる。
【００４５】
　器具本体２における長手方向の両端部の発光モジュール１ａの仕様を他の発光モジュー
ル１と異ならせる構成に代えて、同仕様の発光モジュール１を用いて配置密度を変向する
ことによっても同様の効果が期待できる。つまり、図９に示すように、器具本体２の長手
方向において両端部における発光モジュール１の配置密度を中央部の配置密度よりも高く
するのである。この構成では、両端部に光出力の大きい発光モジュール１ａを配置した構
成と同様の光量分布が期待できる。しかも、別仕様の発光モジュール１を用いる必要がな
いから実現が容易である。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】実施形態１を示す側面図である。
【図２】同上に用いる発光モジュールを示す断面図である。
【図３】光量分布の例を示す動作説明図である。
【図４】同上を用いる印刷装置の構成例を示す斜視図である。
【図５】（ａ）は実施形態２を示す側面図、（ｂ）は同上の断面図である。
【図６】同上の動作説明図である。
【図７】実施形態３を示す側面図である。
【図８】同上における発光モジュールの配置例を示す概略構成図である。
【図９】同上における発光モジュールの配置例を示す概略構成図である。
【符号の説明】
【００４７】
　１　発光モジュール
　１ａ　発光モジュール
　２　器具本体
　１０　パッケージ
　１１　発光ダイオードチップ
　２０　印刷対象物
　２１　取付台
　２２　投光レンズ
　２２ａ　集光部
　２３　反射器
　３０　紫外線照射装置



(9) JP 2009-61702 A 2009.3.26

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】 【図６】

【図７】



(10) JP 2009-61702 A 2009.3.26

【図８】

【図９】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

